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概要：本稿では，文書群に対する検索結果を二つの観点から分類するマトリックス検索を用いて，特許
情報における発明者群を分析する手法を提案する．分析対象の企業を限定し，発明者群と IPCの対応を
見ることで，研究グループの特性を分析する．また，一方の観点を筆頭発明者，他方の観点を発明者と
することで，企業内の発明者に関するグループを分析する．

1 はじめに
1999 年 3 月に特許庁が特許電子図書館を公開し
て以来，誰でも特許情報を無料で検索できるように
なった．特許検索は，先願特許調査の他に市場調査，
マーケティング調査にも利用される．
特許出願人 (企業)は，事業の発展のために投資を
して技術開発を行い，その結果として発明が生まれ，
特許として出願される．従って，企業の投資の結果
が特許情報として公開されることになる．特に投資
という側面に直結した指標となるのが特許出願件数
と発明者数である．また，発明者情報はすなわち発
明を行った研究技術開発者の情報であり，その発明
における研究技術開発者のつながりや変遷を知るこ
とができる．
発明者情報を解析する意義には以下のものがある
と考える．(1)発明者数はその研究技術開発にかかっ
た人員数と推測できること，(2) 発明者の研究技術
分野別の分布は，ある企業がどの分野の研究技術開
発に注力しているかを知る手がかりとなりうること，
(3) 発明者間の関係は，その技術開発体制を知る手
がかりとなりうること，(4)発明者の変遷は，技術の
流れを知る手がかりとなりうること，(5) 筆頭発明
者としての出願が多い発明者は，その技術開発テー
マにおけるリーダー的存在でありうること．従って，
発明者情報は，出願人 (企業)の研究技術開発活動を
知る上での手がかりとなる．
本稿では，マトリックス検索システム 3) を用い
て，特許情報における発明者群を分析する手法を提
案する．

2 マトリックス検索システム
マトリックス検索システム 3) は，文書集合に対し
て検索を行い，その検索結果をユーザーが選択した
2つの観点に基づいて分類し，2次元の表形式で表
示する．類似した内容の文書群を 1つのセルにまと
めることができる．また，様々な観点を組み合わせ
ることで分析を行い，異なる観点の対応を知ること
ができる．検索領域やマトリックス表示の縦軸横軸
をユーザーが自由に選択することにより，多面的な
検索を実現している．それぞれのセルに該当する文

書数が表示されるため，どのセルに多くの文書があ
るか知ることができる．
従来のパテントマップのマトリックスマップ 1) と
の違いは，機能に関しては，検索結果から特定のセ
ルを選択することで，そのセルに該当する文書集合
のみをさらに分類することができる．これにより，一
度得られた検索結果をより詳細に分析することがで
きる．データに関しては，従来のパテントマップに
おいて各セルに対応する基本単位は特許明細書であ
るが，本稿で実装したマトリックス検索システムで
は発明者となっている．

3 実験
本稿で使用するデータは，2000年から 2005年に
出願された化粧品分野の特許明細書として，IPCと
FIのいずれかがA61K7の特許明細書 16,375件であ
る．特許明細書は，出願日，出願人，発明者，発明
の名称，要約，特許請求の範囲などの情報を一定の
様式で記載されており，IPCやFIの分類コードが割
り当てられている．これを，明細書中に出現する発
明者ごとの情報に変換した．各発明者の情報は，発
明者が出願した特許群に関する出願年，筆頭発明者，
要約，IPC，FI等の情報である．発明者数は 17,038
人であった．
図 1は，日本化粧品企業A社が出願した特許の発
明者を対象にして，縦軸に IPC，横軸に出願年を選
択した時の検索結果である．検索に該当した異なる
発明者数は 422人であった．各セルの数値は，そのセ
ルに該当する発明者数である．例えば，IPCがA61P
の特許の発明者であり，2000年に出願した特許の発
明者である人の数は 11人である．ただし，縦軸は頻
度の大きかった 10個の IPCのみ載せてある．また，
同じ発明者が異なるセルに出現することもある．
図 2は，外国化粧品企業 B社を対象として，図 1
と同じ観点で分類したものである．検索に該当した
発明者数は 1,067人であった．

A61Pに関して発明者数を比較すると，A社はの
べ 176人，B社はのべ 201人であるが，全発明者数
に対する割合は，A社が 41.7%，B社が 18.9%であ
る．このことから，同じ化粧品分野の技術としても，
A社の方がA61P(医薬・治療関連)にも共通する技術



図 1 日本化粧品企業における IPCと出願年の分析

図 2 外国化粧品企業における IPCと出願年の分析

に注力していることが分かる．また，C11Dも付与さ
れている分野にも注力していることから，化粧品分
野と洗浄剤分野の両方に関係する技術分野，すなわ
ち，皮膚洗浄剤や毛髪洗浄剤に関する分野の技術開
発に注力していることが推測される．(なお，A61Q
は 2006年 1月に新設された IPCであり A61K7と
ほぼ同等の技術分野である．)
表 1は日本化粧品企業A社の中で筆頭発明者とし
て特許出願数の多いA氏，B氏，C氏を対象として
検索を行った．この 3名のいずれかが筆頭発明者と
なる特許に出現する発明者数は 29人であった．各
セルには該当する発明者を記載している．縦軸の筆
頭発明者としてA氏，D氏，B氏，E氏を，横軸の
発明者として F氏，G氏，H氏，I氏，J氏を手動
で選択した．筆頭発明者がA氏である特許の発明者
で，発明者が F氏である特許の発明者は，A氏，D
氏，F氏，G氏，H氏，L氏，N氏，O氏である．

表 1 筆頭発明者と発明者の分析
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表 1より，筆頭発明者としてA氏，D氏，発明者
として F氏，G氏，H氏のグループと筆頭発明者と
して B氏，E氏，発明者として H氏，I氏，J氏の
グループが存在することが分かる．また，H氏はど
ちらのグループにも共通している人物であることが
分かる．このように企業内における発明者のグルー
プやネットワークを知ることができる．
ただし，表 1において，グループの発見を行うた
めに，軸として分類に使用する発明者の選択や，同
じグループが表中で近くに配置されるように行と列
の入れ替えを手動で行った．この作業の自動化は今
後の課題である．
本稿では，マトリックス検索による定量的な分析
法を提案し，適用した例を示した．表 1 のように，
発明者のグループは分かるがその構造までは分から
ない．発明者同士のより詳しい関連と，その関連の
全体像については，概念グラフを用いた分析 2) で提
案している．
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